
１．継続事業の前提に関する注記

　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

　　平成２５年度より「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日（平成２１年１０月１６日改正）内閣府公益認定等

　　委員会）を採用しており、会計規程を改正し特別会計区分より事業別会計区分に変更している。

　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　 　 移動平均法による原価基準を採用している。

　（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　    移動平均法による原価基準を採用している。

　（３）　固定資産の減価償却の方法

            定額法による減価償却を実施している。

　（４）　引当金の計上基準

　　　　　　試験事業引当金…災害等の不慮の事態に備え、試験問題作成及び試験実施に係る経費に相当する金額

　　　　　　を計上している。

　　　　 　 退職給付引当金…期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

　（５）　消費税の会計処理

　　　　　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

３．会計方針の変更

　　平成２８年度中の変更はなし

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

　 投資有価証券

　 普通預金

特定資産

　試験事業引当資産

　試験免許事業基金

　退職給付引当資産

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

　 投資有価証券

　 普通預金

特定資産

　試験事業引当資産

　試験免許事業基金

　退職給付引当資産

６．担保に供している資産

　該当なし

合　　　　　計 667,676,900 (394,850,000) (233,150,000) (39,676,900)

28,000,000 - 0 (28,000,000)

62,676,900 0 (23,000,000) (39,676,900)

11,676,900 - 0 (11,676,900)

財務諸表に対する注記

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

43,000,000 23,000,000 43,000,000 23,000,000

28,000,000 0 0 28,000,000

579,676,600 65,000,000 175,354,900 469,321,700

25,323,400 110,383,900 29,000 135,678,300

9,602,900 2,074,000 11,676,900

469,321,700 (394,850,000) (74,471,700)                -

218,383,900 667,676,900

135,678,300 (135,678,300)                -

合　　　　　計 685,602,900 200,457,900

小　　　　　計

科　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産から

の充当額）
（うち一般正味財産から

の充当額）
（うち負債に対応する額）

23,000,000 - (23,000,000)                -

小　　　　　計 605,000,000 (394,850,000) (210,150,000)

小　　　　　計

小　　　　　計 605,000,000 175,383,900 175,383,900 605,000,000

80,602,900 25,074,000 43,000,000 62,676,900



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

什器備品

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　該当なし

９．保証債務等の偶発債務

　　該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

横浜市公募公債

大阪府公募公債

農林債

オリックス社債

大和証券社債

東武鉄道社債

近畿グループ社債

クレディセゾン社債

東京電力社債

北海道電力社債

広島ガス社債

ＡＮＡホールディングス社債

財形住宅債券

丸紅社債

明治安田生命社債

ソニー社債

ソフトバンク社債

岡村製作所社債

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

受託収益
　 厚生労働省受託研修事業 厚生労働省

　 （救急医療業務実地修練等 医政局長

　 事業）

　 厚生労働省受託事業 厚生労働省

　 （病院前医療体制充実 医政局長

　 強化事業）

　 厚生労働省受託事業 厚生労働省

　（伊勢志摩サミット救急医療 医政局長

　体制確保受託事業）

助成金

　民間助成金事業 一般社団法人

  （AED普及啓発事業） 日本救急医学会

合計

15,000,000 15,016,575 16,575

10,000,000 9,992,000 △ 8,000

0 89,457,000 89,457,000 0 -

50,430,080 △ 91,420

29,998,600 30,009,000 10,400

－

貸借対照表上の
記載区分

0 13,316,000 13,316,000 0

0 2,500,000 2,500,000 0

0 106,711,522 106,711,522 0

－

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増減額 当期減少額 当期末残高

20,000,000 20,003,960 3,960

　　　　　　　 合　　　 　　　計 469,321,700 473,409,775 4,088,075

19,997,000 20,132,000 135,000

20,308,400 20,198,000 △ 110,400

50,000,000 50,352,420 352,420

60,000,000 60,250,000 250,000

10,000,000 10,008,000 8,000

25,027,800 25,125,370 97,570

合　　　　　計 2,458,115 2,442,719 15,396

科　　　　　　目 帳簿価額 時価 評価損益

10,000,000 9,990,000 △ 10,000

科　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,458,115 2,442,719 15,396

10,000,000 10,028,270 28,270

9,984,000 10,018,000 34,000

0 1,438,522 1,438,522 0 未収金

30,000,000 29,787,000 △ 213,000

78,484,400 82,046,000 3,561,600

10,000,000 10,013,000 13,000

10,000,000 10,010,100 10,100

50,521,500



１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

経常収益への振替額

　AED普及啓発事業　事業費

１３．関連当事者への取引の内容

　　該当なし

１４．重要な後発事象

　　該当なし

１５．退職給付関係

　（１）採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。

　（２）退職給付債務及びその内訳

（単位：円）

①退職給付債務

②会計基準変更時差異の未処理額

③退職給付引当金（①＋②）

△ 11,676,900

0

△ 11,676,900

金額

2,500,000

内容



附属明細書

1.基本財産及び特定資産の明細

区分

基本財産

投資有価証券

普通預金

基本財産計

特定資産

試験事業引当資産

試験免許事業基金

退職給付引当資産

2.引当金の明細

期首残高

試験事業引当金 28,000,000

退職給付引当金 9,602,900

579,676,600 65,000,000 175,354,900 469,321,700

資金の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

25,323,400 110,383,900 29,000 135,678,300

605,000,000 175,383,900 175,383,900 605,000,000

0 0 28,000,000

43,000,000 23,000,000 43,000,000 23,000,000

28,000,000

科目

0

当期増加額

9,602,900 2,074,000 11,676,900

特定資産計 80,602,900 25,074,000 43,000,000 62,676,900

2,074,000 0 0

0

期末残高

その他

28,000,000

11,676,900

当期減少額

目的使用

0
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